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労組周辺動向 No.105 

2021 年 1月 22日現在 

 

1. 法・政策 

(1) 深刻な雇用状況が続き雇用調整助成金 3月まで延長へ 

政府は、経営が悪化した企業に休業手当の一部を助成する雇用調整助成金の特例措置を、3

月末まで延長する方向で調整していることが分かった。 

 

２月末が期限となっていたが、飲食店を中心に深刻な雇用状況が続いていることから、この

措置を 3月末まで延長する方向で調整中。 

 

財源は、２０２０年度予算の予備費から支出する。 

 

(2) 飲食大手に対する雇用調整助成金の全額補助の対象地域拡大―厚生労働大臣 

田村憲久厚生労働大臣は、雇用維持に協力した企業に支給する雇用調整助成金の特例措置

について、補助率を全額に引き上げた大手飲食チェーンなどの対象地域を拡大する方針を

示した。従来の首都圏４都県に加え、新たに緊急事態宣言の拡大対象となった７府県や、対

象に含まれないものの、営業時間短縮を要請する広島市などの自治体に広げる。 

 

(3) 育児休業の選択肢が広がる：「男性の出産休暇」新設・母親の育児休業分割取得 

父親が休みやすくなるなどの育児休業制度の見直し案を、厚生労働省労働政策審議会がま

とめた。子どもの誕生直後に、父親だけ通常の育児休業とは別枠で「男性出産休暇」を取れ

るようにするほか、母親も育児休業を２回に分割できるようにする。夫婦で交互に育児休業

を取るといった自由度が広がりそうだ。 

 

厚生労働省は２０２１年２にも育児・介護休業法などの改正案を通常国会に提出し、２０２

２年度以降の施行をめざす。 

 

また、いまは契約社員やパートタイマーなど有期契約の働き手は、１年以上働いていないと

育児休業を取れない。この条件をなくし、１年未満でも育休を取れるようにする。働き手が

取得を申し出やすくするため、企業には、育休対象者に個別に制度説明や意向確認をするこ

とを義務づける。従業員１，０００人超の大企業には、男性の育休取得率の公表も義務づけ

る。 
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■育児休業制度の主な変更点は… 

 

◆父親が、通常の育児休業とは別に生後８週まで最大４週（分割可）取れる「男性出産休暇」

を新設 

◆母親の分割取得が可能に 

◆働いて１年未満の非正規雇用の人も取得可能に 

◆対象者には個別に取得を働きかけることを企業に義務づける 

◆大企業に男性の取得率の公表を義務づける 

 

「男性の育児休業取得促進策等について（建議）」 厚生労働省労働政策審議会 

https://www.mhlw.go.jp/content/000721930.pdf 

 

 

2. 法違反・闘い 

(1) 性的少数者差別と救済申し立て：東映アニメ、交渉で戸籍名要求 

人気アニメ「プリキュア」シリーズなどで知られる制作会社「東映アニメーション」が労働

組合との交渉において、性的少数者の労組役員が用いた通称を「偽名」と表現、戸籍上の氏

名の確認を迫ったのは差別で不当労働行為に当たるとして、労組が東京都労働委員会に救

済を申し立てたことが分かった。 

 

東映アニメーションは「当社は適切に組合対応をしていて、いかなる差別も行った事実はな

い」とコメント。労組「プレカリアートユニオン」の書記長は「表現者である東映アニメー

ションが性的少数者を差別するのは許せない」と訴えた。 

 

(2) 「杵屋」の運営会社、違法な長時間労働させた疑いで送検 

大阪労働局は、従業員に違法な時間外労働をさせたとして「杵屋」「そじ坊」などの飲食店

を全国で展開する運営会社「グルメ杵屋レストラン」を労働基準法違反の疑いで大阪地検に

書類送検し、発表した。 

 

大阪労働局によると、同社は２０１９年４月１日から１２月３１日の間、大阪市内の５店舗

で、正社員やアルバイト社員の男女１２人に違法な長時間労働をさせた疑いがある。労使で

定めた時間外労働の上限は１カ月あたり４５～７５時間だったが、最長で１１０．５時間の

時間外労働をさせていた。 

 

親会社の「グルメ杵屋」は、「現在は改善している」としている。 

 

(3) シフト減の補償がなぜ受け取れない：アルバイト従業員が訴え 

飲食店で営業時間の短縮が進むなか、大手チェーンの働き手から、シフトを減らされた分の

収入減が補償されないとの訴えが相次いでいる。 

 

https://www.mhlw.go.jp/content/000721930.pdf
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国は、休業手当を払った企業には雇用調整助成金で費用を助成している。シフト削減分も助

成対象になるほか、職場に支払い義務があるかどうかにかかわらず、払った分は対象にして

おり、緊急事態宣言の影響が大きい飲食業などでは、大企業の助成率も最大 10割まで引き

上げている。 

 

(4) 無給医が厚生労働省に改善求め要望書―「処遇変わらずコロナ診療も」 

大学病院などで診療に当たっているにもかかわらず、給与が支払われない「無給医」として

の処遇が変わらず、新型コロナウイルスの診療も求められているとして、当事者の医師など

が厚生労働省に対して改善を求め、要望書を提出した。 

 

無給医とは、大学病院などで診療に当たっているにもかかわらず、研究などの名目で受け取

るべき給与が支払われていない若手の医師で、国がおととし、存在を初めて認め、その後の

調査で全国５９の大学病院に２，８１９人の無給医が確認された。 

 

今も状況は改善されず、無給医が新型コロナウイルスの診療を求められるケースも報告さ

れている。 

 

(5) 「契約社員に手当」の判決が確定 

正社員と同じ仕事をしているのに賞与や一部手当がないのは違法だとして、農業機械大手・

井関農機の子会社２社の元契約社員５人が計約１７５０万円の支払いを求めた裁判で、最

高裁第三小法廷は原告・被告双方の上告を退け、賞与は認めず手当だけ払うよう命じた一、

二審判決が確定した。 

 

非正社員と正社員の待遇格差をめぐるこれまでの裁判で、最高裁が非正社員への賞与支払

いを認めたケースはまだない。 

 

 

3. 情勢・統計 

(1) 性的少数者配慮について帯広市が指針：窓口での呼び掛けは名字のみ／苫小牧市も性別

欄の削除を検討 

帯広市と苫小牧市は、ＬＧＢＴなど性的少数者に配慮する職員向けの指針をそれぞれ作成

した。帯広市は窓口で来庁者を呼ぶ際は名字のみとし、各種申請書やアンケートは原則とし

て性別記入欄を設けないことを定めたほか、施設を整備する時は多目的トイレの設置を検

討するよう求めた。作成は北海道内の自治体で初めて。 

 

(2) コロナによる収入減 のため、生活費を貸し出す国の制度利用が約１３９万件・５，５４

０億円に 

新型コロナウイルスの影響で収入が減少した人に当面の生活費を貸し出す国の制度の利用

が、去年 3月以降、およそ 139万件、5500億円余りに上ることがわかりました。 
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生活に困った人に当面の生活費を無利子で貸し出す国の「緊急小口資金」と「総合支援資金」

の制度は、２０１９3月から新型コロナウイルスの影響による失業や休業で収入が減少した

人も対象となっている。 

 

「緊急小口資金」は２０万円が上限で、「総合支援資金」は、２人以上の世帯は１か月最大

で２０万円、単身の世帯は１か月最大で１５万円を原則３か月間借りることができる。 

 

いずれも受け付けは全国の社会福祉協議会が窓口で、申請件数は２０２０年３月２５日か

ら２０２１年１月２日までで合わせて１４２万件余りに上り、このうち１３９万５，６０３

件、金額にして５，５４０億円余りの貸し付けが行われた。 

 

返済の猶予は１年以内となっており、最も早い人では今年の春から返済が始まる予定だっ

たしたが、厚生労働省は首都圏の１都３県に緊急事態宣言が出されたことを受けて、返済の

開始時期を２０２２年３月末に延長することを決めた。 

 

(3) 日産自動車が事務系の全契約社員を正社員へ 

日産自動車は、国内で働く事務系の全契約社員およそ８００人を、今年４月から原則的に正

社員にする方針を固めた。 

 

正社員と非正規雇用労働者との間の待遇差を解消する「同一労働同一賃金」の考えに基づく

ことで、業務の効率化を図り、職場での一体感や、働く人のモチベーションを高めて、スキ

ルアップにつなげたいとしている。 

 

(4) ２０２０年には上場９３社が早期退職を募集―コロナの影響で過去２番目の高水準／

今年も増加の見通し 

東京商工リサーチは、２０２０年に早期・希望退職者を募集した上場企業が９３社に達し、

リーマン・ショック後の２００９年（１９１社）に次ぐ過去２番目の高水準になったと発表

した。募集人数も判明した分で計１８，６３５人で、２００９年（計２２，９５０人）に次

ぐ水準。新型コロナウイルスの感染拡大による業績悪化で人員削減に踏み切るケースが多

く、募集した企業のうち５割超の５１社が赤字だった。 

 

２０１９年は業績が好調なのにもかかわらず踏み切る「黒字リストラ」が特徴で、実施した

３５社（計１１，３５１人）のうち、黒字企業が６割を占めていた。２０２０年は新型コロ

ナの影響で一変した。集計は４，０００社近くある上場企業が対象。非公表や非上場を含め

れば実際はさらに多いとみられる。 

 

一方、２０２１年に実施予定の企業はこれまでに２２社（計３，４９０人）に達し、前年同

期の倍のペース。 

 

「2020年上場企業の早期・希望退職 93社 リーマン・ショック以降で 09年に次ぐ高水準」 
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東京商工リサーチ 

https://www.tsr-net.co.jp/news/analysis/20210121_01.html 

 

(5) 連合の神津会長：春闘を前に賃金引き上げにこだわる姿勢 

ことしの春闘が今月２６日に事実上始まるのを前に連合の神津会長が「日本全体の雇用や

労働、賃金水準に目を向けて経営側は賃上げに積極性を持ってもらいたい」と述べ、賃金の

引き上げにこだわる姿勢を改めて示した。 

 

「連合」は雇用の維持を前提としたうえで「ベースアップ」に相当する分として２％程度の

賃金の引き上げを要求する方針を掲げている。 

 

一方、「経団連」は１月１９日にことしの春闘の基本方針を発表し、「新型コロナウイルスの

収束が見通せない中で、業績が悪化している企業は基本給を引き上げるベースアップの実

施は困難だ」として、各社一律での賃金の引き上げに慎重な方針を示した。 

https://www.tsr-net.co.jp/news/analysis/20210121_01.html

